
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

90%

70%

90% 94.61% 達成

達成

3年間平

均69.6％

70% 70.45%

353,964 459,206

工科短大、技専校における訓練実施に必要な需用

費、役務費、使用料

17,834 1,877 20,543

352 0 352

合計 440,011 375,733 505,841

過去３年間（H21～23）の実績を踏まえ

　・訓練の定員充足率90%を目標とする。

　・訓練修了者の就職率70％を目標とする。

　離転職者等の就職に必要な訓練機会を確保するとともに、受講者の就職の促進を図る。

・厳しい雇用情勢にあることから、求職者数の増加を踏まえ訓練機会の確保を図っている。

・求職者ニーズと求人者ニーズとのミスマッチがあることから、職業能力開発コーディネーターや巡回就職支援指導員を配置しながら細や

かな対応を図るとともに就職の支援を図っている。

成果目標の達成状況

項目

定員充足率

訓練受講者の就職率
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施策の総合的展開

１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 国からの委託により都道府県が実施することになっている。

職業能力開発促進法第15条の６第３項

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

民間教育訓練機関等への委

託

委託

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

職業訓練に係る支援員の配

置

直接

巡回就職支援指導員：６人、補助員：６人

共済費、児童手当拠出金、旅費

22,784 19,892 25,740

離職者向け訓練：入校者1,308人

デュアルシステム：入校者84人

事業主委託訓練：入校者30人

就職支援経費、評価手数料（デュアルシステム該当）

399,041

訓練実施経費 直接

440,535 440,011 505,841

0

合計（A) 321,751

労災保険料負担 補助金 委託訓練生組合への補助

505,841

3年間平

均88.5％

予

算

額

前年度繰越 0 0 0

当初予算 433,376

補正予算 -111,625 -87,058 -19,095

353,477 420,916

Aの

財源

321,666 353,363 420,809 505,737

85 114 107 104

0 0 0 0

概　算

人件費

4.10 4.10 4.10 4.10

34,100

288,699 308,618 375,733

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　■ 事業を見直して実施　　　　　□ 事業を現行どおり実施

・離転職者等の就職を促進するための取組であり、依然、離転職者等に対する雇用情勢が厳しい状況にあることから、求職ニーズ及び求

人ニーズ等を把握しながら効果的な訓練の実施及び就職支援を行っていく必要がある。また、国の実施要領の改正に併せ、別に実施し

ていた母子家庭の母等への訓練を組入れて実施していく。

目標に対

する成果

の状況

・厳しい雇用情勢が続く中で、離転職者等への民間教育訓練機関等を活用した職業訓練を実施し、概ね期待どおりの成果が得られた。

・平成24年度の訓練受講者の就職率は、訓練終了後３ヶ月以内の就職状況を確認し最終となる。

 概算事業費（B（A）+C） 322,799 342,476 409,591 539,699

33,858 33,858 33,858
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